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研究成果の概要（和文）：　本研究は、主に自己株式の取得に関連して最近生じてきている課税問題を取り上
げ、どちらかといえば立法論の視点から検討したものである。すなわち、①主として株主側における課税の問
題、②主として法人側における課税の問題、③外形標準課税における問題を取り上げた。
　各結論をごく簡潔に述べるなら、①比例的な自己株式の取得を配当として扱うような規定を置くべきである、
②法人税法施行令8条1項1号を削除するとともに、それに応じて同119条1項10号を改正すべきである、③事業税
の外形標準課税に関して、市場を通じた自己株式の取得により資本金等の額が不当に減少されないように規定を
整備すべきである、となる。

研究成果の概要（英文）：　This study focuses on the recently occurring taxation problem related to 
the acquisition of treasury shares (stock redemption), rather, it examined from the perspective of 
legislation theory (not construction). That is, the problem of taxation on the shareholders' side, 
②the problem of taxation on the corporation side, and ③problem in Size-based Business Tax.
　Concluding each conclusion very briefly, ①We should introduce a provision that treats pro-rata 
stock redemption as dividend, ②We should abolish Article 8 (1)-1 of the Corporate Tax Act 
Enforcement Ordinance, and according to it, Article 119 (1)-10 should be revised, ③ Regarding the 
Local Size-based Business Tax, new provision should be enacted so that the “Amount of Capital
etc.” is not unfairly reduced by redemption through the market.

研究分野：租税法

キーワード： 法人税法　自己株式の取得　配当課税　資本金等の額　外形標準課税
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１．研究開始当初の背景 
(1) 自己株式に関する課税については、古く
は武田昌輔教授の一連の研究（「資本準備金
をもってする自己株式の消却と課税問題」産
業経理 58巻 2号 2頁(1998)など）、比較的最
近では垂井英夫教授の諸研究（『自己株式取
引と課税』(2004)など）がある。それらは、
どちらかといえば実務的な視点に基づいた
課税上の処理方法を中心的な課題として扱
ってきた。本研究は、それら既存の処理方法
では不都合が生じると思われる最近の具体
的事例を取り上げ、解決策を模索することに
より、上記先行業績に追加できるような新た
な理論の構築を目指すこととした。 
(2) わが国でいう自己株式の取得は、アメリ
カ法では株式の償還(redemption)の一種と
して捉えられ、主として内国歳入法典 302条
が規律する分野である。そこで主として問題
となるのは、キャピタル・ゲイン課税と配当
課税の区別（どのような場合に償還が配当課
税を受けるか）であり、リーディング・ケー
スの一つとして Davis最高裁判決がある（U. 
S. v. Davis, 397 U. S. 301(1970)。本研究では、
日本で問題となりうる事例にアメリカの学
説や判例がどのようにあてはまるか（あるい
はあてはまらないか）といった比較法的視野
からも検討を行うという計画を立てた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、自己株式の取得について、近年
明らかになりつつある課税上の新たな問題
点を取り上げ、解釈論の検討とその行き詰ま
りを指摘しつつ、最終的には立法的解決に関
する提言を行うことまでを目的とした。上で
いう課税上の新たな問題点とは、主として①
株式移転において、既に取得していた自己株
式に対して、株式移転完全親法人の株式が割
り当てられた場合の当該親法人株式の取得
価額の問題、②会社法上の財源規制のために、
自己株式取得の対価が当該株式の時価に満
たない場合の寄附金該当性の問題、③自己株
式取得による資本金等の額の減少が、地方税
の外形標準課税に与える影響である。主たる
論点をきわめて単純化して述べるなら、①は
自己株式の資産性の問題、②は自己株式の比
例的取得の問題、③は資本金等の額の基準性
の問題といえる。 
 
３．研究の方法 
 上記①～③の問題に関する主な研究計画
として、自己株式に関する税法規定の変遷の
整理、自己株式の取扱いに関する会社法と税
法における差異およびその根拠についての
検討、アメリカ税法上の redemption(株式償
還)に関する学説・判例の分析（比較法的検
討）を行った。 
計画の実施方法としては、まずわが国の学
説・判例に関する文献のリサーチを行い、そ
れと平行して、アメリカ法についても同様の
リサーチを行った。また、国内および国外に

おいて、研究テーマに関連する研究会や学会
等へ参加するとともに、他の研究者や実務家
への意見交換を行った。 
 
４．研究成果 
(1) ①について、主として自己株式が比例
的に取得されるケースを取り上げた。事案と
しては、日産事件として知られる東京地裁平
成 24 年 11 月 28 日判決(平 22(行ウ)314 号) 
を主たる素材とした。この事件の主たる争点
の 1つは、株式の消却に関する原告の譲渡損
益の計算にあたり、旧商法上の払戻限度額を
課税上考慮すべきか否かということであっ
た 。東京地裁は、当該限度額を考慮せず、
原告は払戻しをした法人から、消却株式の時
価よりも低い額の払戻しを受けたと捉えて、
消却株式の時価と払戻額の差額に相当する
経済的な利益を寄附したことになると結論
づけた。 
 
(2) もっとも、本研究の主たる目的は判決
の批判ではない。旧商法下で実行された日産
事件のような取引が現行法下でも実行可能
であること、この事件と同じ取引を行おうと
すれば、まず自己株式の取得をすることをま
ず確認した。例えば、分配可能額規制に比較
的余裕のない会社が自己株式の取得を行い、
対価として当該規制までの金額（会社法上許
される限度までの金額）を支払ったとしても、
それが取得された株式の時価に比して低け
れば、日産事件と同様に寄附金の問題が生じ
ることになる。しかし、当事者が実際に行っ
たのが自己株式の取得であって、株式の第三
者への譲渡でも、（払戻しのない）単なる資
本金の額の減少でもない場合、同じような経
済的効果のある他の取引があるからといっ
て、規定なしに引き直し課税を行うべきでは
ない。 
 
(3) 子会社による親会社からの自己株式取
得から生じる課税上の不都合（第三者に時価
で売却した場合に比して過大な譲渡損失あ
るいは過少な譲渡利益が生じる可能性）を解
釈によって解決するには限界がある。この点
に関して、アメリカ法には、持分に変化の生
じない比例的償還を交換ではなく配当とし
て扱うルールがある。すなわち、歳入法典 302
条(b)の要件を満たさない償還には、分配に
関する一般規定である歳入法典301条が適用
され、法人に税法上の配当可能利益
（earnings and profits）があれば、分配は
配当として扱われるのである。これに対して、
わが国の税法は、比例的な分配に対して脆弱
であり、比例的な自己株式の取得等を配当と
して扱うような立法の創設が望まれる。 
 
(4) ②について、適格株式移転において、
既に保有していた自己株式に割り当てられ
た株式移転完全親法人株式の取得価額の問
題を取り上げた。具体的に問題になるのは、



以下のようなケースである（東京地裁平成
23年 10月 11日判決参照）。X社 を株式移
転完全親法人とし、T 社を株式移転完全子法
人とする適格株式移転が行われた。この株式
移転の前からT社は既に自己株式を保有して
いた。したがって、株式移転により、T 社は
その保有する自己株式に対してX社の株式の
割当てを受けた。その後 T社は、株式移転に
より割当てを受けたX株を第三者に譲渡した。 
論点は、(i)T 社が保有していた自己株式の帳
簿価額はいくらだったか、(ii)株式移転によ
りこの自己株式に割り当てられたX株の取得
価額はいくらとされるかである。 
 
(5)  適用される条項は、法人税法 61 条の 2
第 23 項の委任を受けた法人税法施行令 119
条 1 項 10 号である。それによると、金銭等
の非適格資産の交付のない株式移転により
交付を受けた当該株式移転完全親法人の株
式の取得価額は、「当該株式移転完全子法人
の株式の当該株式移転の直前の帳簿価額に
相当する金額」とする旨が定められている。
つまり、X 株の取得価額は、株式移転直前の
自己株式としてのT株の帳簿価額を引継ぐこ
とになる。そこで自己株式としての T株の帳
簿価額が 0 円であれば、X 株の取得価額も 0
円ということになる。 
 
(6) T 社による自己株式取得の段階で、それ
を(i)金庫株として保有するか、(ii)消却し
てしまうかに関係なく、税法上、T 株は消却
されたかのように扱われる。(ii)の場合、帳
簿価額は存在しえないが、(i)の場合は 0 円
として存在するからである。この違いは、本
事例のような株式移転の場合に顕在化する。
(ii)の場合には X 株の割当てがないが、(i)
の場合は割当てがある 。自己株式としての T
株と割り当てられたX株の帳簿価額はどちら
も 0 円である。しかし、T 株の譲渡（自己株
式の処分）は、資本等取引として課税されな
いのに対して、X 株の譲渡には課税がある。
したがって、同じ帳簿価額 0 円でも、T 株に
は資産性がないが、X 株にはあるということ
になる。つまり、T 株にはないとされた資産
性が、割り当てられた X株において復活する
のである。X 株を譲渡した場合の課税問題を
解決するために、立法論としては、法人税法
施行令 8 条 1 項 1 号ヘを削除するとともに、
それと整合性を保つために同 119 条 1 項 10
号に「自己が有していた自己の株式を株式移
転完全親法人に取得された場合を除く」とい
う内容の一文を挿入することが検討される
べきである 。 
 
(7) ③について、市場を通した自己株式の
取得が地方税法における外形標準課税に与
える影響について考察した。これはまだ具体
的な事件になっていない論点であり、ここで
は問題提起を主たる目的としている。自己株
式取得によって資本金等の額が減額すると、

それに伴って資本割の課税標準も減額され
ることになる。自己株式の取得が行われれば、
通常は税法上の資本の部のなかの資本金等
の額と利益積立金額が按分的に（いわゆる
「プロラタ」で）減額される（法人税法施行
令 8 条 1 項 17 号、同 9 条 1 項 12 号）から、
対価のうちすべてが資本金等の額の減少に
関係するわけではない。さらに問題なのは、
対価がそのまま資本金等の額の減額に直結
する場合である。法人税法 24 条 1 項 4 号括
弧書に規定される「金融商品取引所の開設す
る市場による購入」による自己株式の取得は、
みなし配当課税の対象外であり、その場合は
利益積立金額の減少はなく、対価分だけ資本
金等の額が減少する（法人税法施行令 8 条 1
項 18 号） 。したがって、市場で株式の購入
ができる上場企業の場合、市場取引と市場外
取引とで、自己株式取得によって減少する資
本金等の額に差が出ることになる。 
 
(8) 上場企業が自己株式取得を行う場合に
よく利用されるのが、自己株式立会外買付取
引としての ToSTNeT-3 である。ToSTNeT-3 を
通じた自己株式取得については、そのような
取引からみなし配当が生じるかが問題とな
った裁決事例がある（国税不服審判所平成 24
年 5月 25 日）。国税不服審判所は、東証が金
融商品取引に該当することを前提に、
ToSTNeT-3市場は法人税法24条 1項4号括弧
書にいう「金融商品取引法第 2 条第 16 項に
規定する金融商品取引所の開設する市場」に
あたるとした。本研究との関係で重要なのは、
ToSTNeT-3 を通じた自己株式取得には、法人
税法 24 条 1 項 4 号括弧書の適用があり、し
たがって、対価の額だけ資本金等の額が減額
されるということである。納税者としては、
みなし配当による益金不算入を望むときは
公開買付を、そして資本金等の額の減額を望
むときはToSTNeT-3の方を選べばよいことに
なる。 
 
(9) 市場（特に ToSTNeT-3）を通した自己株
式取得により、法人の資本金等の額が大幅に
減少し、それに伴って一定程度の事業税が減
額されるような場合については、それに対処
するための立法上の手当を考えるべきであ
る。すなわち、市場を通した自己株式取得に
ついては、外形標準課税の趣旨に基づいて、
課税標準としての資本金等の額が不当に減
少しないような法改正が行われてもよい。法
人税法が市場における購入をみなし配当事
由から除いているのは、取引相手を特定でき
ないなど、みなし配当として課税することが
技術的に困難であることが理由である 。し
かし、ToSTNeT-3 は買方を発行会社に限定し
ているから、株式の売主にとっても相手方は
わかっている。したがって、法人税法 24 条 1
項括弧書の本来の趣旨からいえば、
ToSTNeT-3 取引をみなし配当事由から除く必
要はないのではない。 
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